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共同実施だより
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文責：　　　
　
平成27年10月から
年金制度が一元化されます！
平成24年8月に被用者年金一元化法が公布されました。この法律によって何が変わるのか、主な改正点を簡単に紹介します。
　組合員が加入している共済年金制度は、平成27年10月から厚生年金へ統合され、被用者年金制度が一元化されます。

これは、今後の少子高齢化の進展に備えるため、年金制度の規模を拡大して財政の安定を図るとともに、公務員と民間企業の会社員が同一の年金制度に加入することで、公的年金制度全体での公平性を保つためです。

　なお、一元化後も効率的な事務処理を行う観点から、引き続き共済組合が組合員の年金記録の管理や年金の支給を行います。
被用者年金制度の一元化

❶共済年金の2階部分は厚生年金へ統合されます

❷年金の保険料率が統一されます

❸共済年金と厚生年金の制度的な差異が解消されます

❹掛金（保険料）の計算方法が変更されます（標準報酬制への移行）
「年金払い退職給付」制度の創設

共済年金の職域年金相当部分（3階部分）に代わる新たな年金制度が設けられます

その他の制度改正

❶年金の受給要件期間が25年から10年へ短縮

❷産前産後休業期間中の掛金（保険料）が免除されます（平成26年4月から）
３　国民年金の種類について

　年金は、(1)老齢になった場合(2)病気やけがで障害を有することとなった場合(3)年金受給者または被保険者（加入者）が死亡した場合の３つの場合に支給されます。

(1)老齢厚生年金・・・厚生年金に２５年以上加入した者が６５歳から支給される。また、要件を満たせば、６５歳になるまでの間も受給することができる。
(2)障害厚生年金・・・厚生年金に加入している間に初診日(障害認定日)があり、保険料納付要件等を満たした場合に支給される。

(3)遺族厚生年金・・・被保険者または老齢基礎年金の受給者等が死亡した場合に、その者によって生計を維持されていた１８歳の年度末までにあって、配偶者のいない子のある妻または子に支給される。





































